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ノンバンクを巡る議論の一考察            慶応義塾大学経済学部、吉野直行 

１、 日本の資金循環とノンバンク                       yoshino@econ.keio.ac.jp 

  銀行貸出、ノンバンク貸出 

  政府への資金の集中の現状 

   

２、Micro Credit, グラミン銀行、 

   －－＞生産のための資金を消費者に提供 

        (i)ミシンを購入するため、(ii)鶏を飼うためなど、 

  生活苦の援助のための融資は、多重債務を生む（供給側から消費者への相談窓口の紹介） 

  地方自治体による生活保障(バランスが必要、モラルハザードの防止） 

  消費者への教育、経済成長 

 

３、「事業者向けの融資」と「消費者向け融資」とは区別 

  事業者の借入、事業者個人名義での借入 

  スタートアップ企業など銀行から借り入れ出来ない企業への融資 

   （「地域ファンド」・「地域投資信託」など、銀行貸出とは異なる資金提供が必要、Venture Capital） 

 

４、データ収集による不断の見直し 

  成功事例、失敗事例 

  大手・中小のﾃﾞｰﾀ分析 

  供給側、利用者、市場の３つの視点 

 

５、過払い金問題 

   過去に合法的に行動していたノンバンク 

 

６、日本全体の成長がなければ、生活者の所得増強も厳しくなる 

    日本と中国との比較 

    マクロ政策としての経済成長戦略が不可欠（日経新聞１２月３日朝刊、拙稿） 

 

６番目、バスケット通貨制度（ｗ１＄＋ｗ２ユーロ＋ｗ３人民元＋ｗ４ウオン＝α） 
    隣の国（中国）の規模が大きくなり、ドルとほぼ固定相場 

７番目、国際基準作成における日本の主張（会計基準、BIS 自己資本比率） 
政治・官僚・民間・学者の連携、ノンバンクの海外進出（ベトナムの例） 
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７、資金循環表から見た消費者信用(2009 年 6 月末残高、日本銀行 HP より) 

(1)家計部門の借入総残高       259 兆 1453 億円

   (1-1)家計部門の住宅借入残高   154 兆 3902 億円

(1-2)消費者信用          34 兆 6246 億円

(1-3)個人事業者借入        70 兆 1305 億円

(2)民間法人企業の借入残高      259 兆 3478 億円

 
８、近年、過剰な資金の流れが政府部門へ（国債の大量発行） 

 
PHP ビジネスレビュー吉野直行作成（日本銀行、資金循環勘定より） 
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９、日本と中国の GDP の推移（中国統計年鑑、国民経済計算年報） 

 

１０、主要国の実質 GDP 成長率（IMF 資料） 

 

 
 









　

多
重
債
務
者
に
陥
る
こ
と
を
回
避
す
る
と
い

う
観
点
か
ら
、
（i）
ヤ
ミ
金
融
行
為
に
対
す
る
罰

則
強
化
（
第
２
条
施
行
）、
（ii）
上
限
金
利
の
引

き
下
げ
、
（iii）
総
量
規
制
の
導
入
（
年
収
等
の
３

分
の
１
を
超
え
な
い
範
囲
で
の
貸
付
）、
（iv）
貸

金
業
者
の
財
産
的
基
礎
要
件
の
引
き
上
げ
、
（v）

貸
金
業
務
取
扱
主
任
者
の
配
置
義
務
な
ど
が
、

２
０
１
０
年
６
月
の
第
４
条
施
行
時
に
導
入
さ

れ
る
。

　

こ
れ
ま
で
改
正
貸
金
業
法
に
対
し
て
は
、
さ

ま
ざ
ま
な
意
見
が
な
さ
れ
て
い
る
。
実
態
調
査

を
し
っ
か
り
と
実
施
し
、
計
量
的
な
分
析
を
着

実
に
積
み
重
ね
、
よ
り
よ
い
貸
金
業
者
の
育
成
、

貸
金
業
市
場
の
質
の
改
善
、
借
手
の
金
融
経
済

教
育
の
あ
り
方
な
ど
、
貸
金
業
市
場
を
取
り
巻

く
さ
ま
ざ
ま
な
行
動
主
体
、
市
場
動
向
を
分
析

し
、
今
後
と
も
、
不
断
の
見
直
し
を
行
っ
て
い

く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
る
。

　

貸
金
業
法
の
改
正
に
関
す
る
議
論
の
主
な
内

容
を
み
る
と
、
次
に
述
べ
る
よ
う
な
論
点
が
あ

げ
ら
れ
る
。
各
論
点
に
対
し
て
は
、
賛
否
両
論

が
あ
る
た
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
見
方
に
つ
い
て
併

記
し
、
現
状
で
の
論
点
に
対
す
る
考
え
方
を
説

明
し
た
い
。
さ
ら
に
、
今
後
の
残
さ
れ
た
課
題

に
つ
い
て
も
触
れ
た
い
。

【
論
点
１
】

本
来
、
金
利
は

市
場
が
決
め
る
も
の
で
は
な
い
か

　

金
利
は
市
場
で
自
由
に
決
め
ら
れ
る
水
準
に

設
定
す
べ
き
で
あ
っ
て
、
借
入
金
利
を
規
制
す

る
こ
と
は
、
市
場
原
理
に
反
す
る
こ
と
に
な
る
。

市
場
金
利
よ
り
も
低
い
金
利
水
準
で
規
制
す
れ

ば
超
過
需
要
が
発
生
し
、
借
り
ら
れ
な
い
消
費

者
が
ヤ
ミ
金
融
な
ど
か
ら
借
入
れ
し
か
ね
な
い
。

よ
っ
て
上
限
金
利
の
規
制
を
す
べ
き
で
は
な
い
。

イ
ン
フ
レ
の
時
期
に
は
、
上
限
金
利
を
20
％
に

設
定
す
る
こ
と
は
、
金
融
機
関
の
利
ざ
や
を
制

限
す
る
こ
と
に
な
り
、
好
ま
し
く
な
い
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
多
重
債
務
に
陥
る
消
費
者

は
、
あ
ま
り
に
も
高
い
金
利
の
借
入
に
対
し
て

返
済
す
る
こ
と
が
で
き
ず
に
、
借
金
地
獄
に

陥
っ
て
し
ま
う
の
で
あ
る
か
ら
、
金
利
の
上
限

規
制
を
導
入
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
意
見
、
ま

た
、
超
過
需
要
と
な
っ
て
借
り
ら
れ
な
い
消

費
者
に
対
し
て
は
、
社
会
的
な
セ
ー
フ
テ
ィ
ー

ネ
ッ
ト
を
公
的
機
関
で
あ
る
国
・
都
道
府
県
・

市
町
村
が
用
意
し
て
、
社
会
政
策
と
し
て
、
救

う
べ
き
で
あ
る
と
い
う
意
見
が
あ
る
。

【
論
点
１
へ
の
対
応
と

今
後
の
実
証
分
析
の
必
要
性
】

借
り
ら
れ
な
く
な
っ
た
利
用
者
は

ど
う
生
活
パ
タ
ー
ン
を
変
化
さ
せ
、

資
金
不
足
に
対
処
し
て
い
る
の
か

　

貸
金
業
の
供
給
曲
線
が
ど
の
よ
う
な
形
状
と

な
っ
て
い
る
の
か
、
借
手
の
需
要
曲
線
は
ど
の

よ
う
な
金
利
弾
力
性
と
な
っ
て
い
る
の
か
、
金

利
を
20
％
で
上
限
と
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
超

過
需
要
が
、
ど
の
程
度
発
生
す
る
の
か
。
さ
ら

に
、
借
り
ら
れ
な
く
な
っ
た
利
用
者
は
、
ど
の
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貸金業市場の質の向上と

今後の課題

【表１】貸金業登録者数の減少と貸付残高の推移

【表 2】借入額が不足した資金需要者の行動
（日本貸金業協会、「資金需要者等の現状と動向に関する調
査」報告、調査は 2008 年 11月から12 月にかけて実施）
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貸金業市場の質の向上と今後の課題
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29,095
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30,186
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31,414

30,400

1,268

31,668

31,521

1,281

32,802

32,521

1,273

33,799

32,900

1,276

34,176

35,054
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36,340
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1,338

37,217

34,541
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35,934

1,229

37,163

都道府県
登録

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年

179,191

235,707

414,898

203,053

233,674

436,727

209,005

204,853

413,858

198,574

234,932

433,506

196,550

271,489

468,040

200,470

267,466

467,937

201,196

236,958

438,154

188,292

258,831

445,123

174,778

301,598

476,376

163,954

381,354

545,309

消費者向貸付残高

事業者向貸付残高

合計

（v）ヤミ金等、非正規の
業者を探した

7.1%

（i）支出をあきらめた／
支出を抑えた

57.1%

（ii）家族や親族から
借りた
20.4%

（iii）パート・アルバイト
など収入を増やす努力

15.3%

（iv）友人・知人から
借りた
12.2%

【表 3-A】借り入れた資金の主な使途
（2008 年 11-12 月調査、「資金需要者等の現状と
動向に関する調査」報告（日本貸金業協会））

【表 3-B】借り入れた資金の主な使途
（2005 年版、消費者金融白書、
JCFA（日本消費者金融協会））

消費者金融業界 クレジット・信販業界

（i）生活費の補てん
34.3%

（ii）借入金返済への充当
20.4%

（iii）事業資金の
補てん 10.2%

（iv）物品購入
2.9%

（i）生活費の補てん
34.3%

（ii）借入金返済への充当
20.4%

（iii）
事業

資金の
補てん
10.2%

（iv）物品購入
2.9%

（i）生活費の補填・
つなぎ
33.7%

（ii）交際費・つきあい
28.2%

（iii）旅行・レジャー
19.9%

（iv）遊興費・娯楽費
17.2%

（v）借入金の返済
9.8%

財務局
登録

合計

JUNE 2009 28JUNE 200929



よ
う
に
生
活
パ
タ
ー
ン
を
変
化
さ
せ
、
資
金
不

足
に
対
処
し
て
い
る
の
か
。
生
活
苦
の
消
費
者

へ
の
社
会
的
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
（
社
会
政

策
）
は
、
ど
の
よ
う
に
提
供
さ
れ
る
べ
き
で
あ

る
か
。
例
え
ば
岩
手
県
の
消
費
生
協
共
同
組
合

な
ど
は
、
利
用
者
へ
の
小
口
貸
出
を
行
い
、
そ

の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
し
な
が
ら
返
済
が
出
来

る
よ
う
指
導
を
し
、
自
立
し
て
消
費
生
活
を
営

め
る
よ
う
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
し
て
い
る
。

地
道
な
自
治
体
に
よ
る
こ
う
し
た
努
力
を
参
考

に
、
各
地
で
、
独
自
の
取
り
組
み
が
行
わ
れ
る

こ
と
が
望
ま
れ
る
。

　

貸
金
業
者
の
数
を
み
る
と
、
表
１
に

示
さ
れ
る
よ
う
に
、
１
９
９
０
年
３
月

に
は
３
万
７
１
６
３
社
で
あ
っ
た
も
の
が
、

２
０
０
８
年
３
月
に
は
、
９
１
５
５
社
へ
と
減

少
し
て
い
る
（
ち
な
み
に
２
０
０
９
年
２
月
の

貸
金
業
者
数
は
６
４
７
７
社
と
さ
ら
に
減
少

し
て
い
る
）。
貸
付
残
高
も
、
１
９
９
９
年
の

54
兆
円
代
か
ら
、
２
０
０
８
年
に
は
41
兆
円
台

へ
と
低
下
し
て
い
る
。
借
入
が
で
き
な
か
っ

た
利
用
者
の
行
動
を
み
る
と
、
表
２
の
よ
う

に
な
っ
て
お
り
、
支
出
を
減
ら
し
た
利
用
者

が
多
か
っ
た
反
面
、
ヤ
ミ
金
（
非
正
規
）
業

者
を
探
し
て
借
入
を
し
た
利
用
者
も
見
ら
れ

る
。
ま
た
、
借
入
金
の
主
な
使
途
は
、
表
３―

Ａ
（
２
０
０
８
年
）
に
示
さ
れ
る
よ
う
に
、
（i）

生
活
費
の
補
て
ん
、
（ii）
借
入
金
へ
の
返
済
も
大

き
な
割
合
を
占
め
て
い
る
。
ち
な
み
に
、
表
３

―

Ｂ
（
２
０
０
５
年
度
）
で
は
、
交
際
費
・
遊

興
費
も
高
い
比
率
と
な
っ
て
い
た
。

【
論
点
２
】

消
費
者
と
事
業
者
と
は

異
な
る
基
準
に
す
べ
き
で
は
な
い
か

　

多
重
債
務
に
陥
る
消
費
者
は
、
自
分
の
所
得

と
比
較
し
て
、
よ
り
多
額
の
借
入
を
行
う
こ
と

に
よ
っ
て
返
済
が
出
来
な
く
な
っ
て
い
る
た
め
、

所
得
の
一
定
割
合
（
３
分
の
１
）
以
上
の
借
入

は
制
限
す
べ
き
で
あ
る
。
ち
な
み
に
、
家
計
の

所
得
と
借
入
金
利
の
関
係
に

関
す
る
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

で
は
、
家
計
の
借
入
が
所
得

の
一
定
割
合
を
超
え
る
と
、

多
重
債
務
に
陥
る
可
能
性
が

高
く
な
り
、
返
済
不
能
と
な

る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る

（
図
１
）。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
商
売
の

た
め
の
一
時
的
な
「
つ
な
ぎ

資
金
」
と
し
て
借
入
が
必
要

な
個
人
企
業
の
中
に
は
、
売

上
高
が
経
営
者
の
個
人
所

得
を
上
回
る
額
の
商
売
を
し

て
い
る
企
業
は
た
く
さ
ん
あ

る
。
借
入
額
に
所
得
制
限
を

設
け
れ
ば
、
短
期
の
借
入
が

困
難
と
な
っ
て
、
資
金
繰
り

が
悪
く
な
り
、
事
業
が
続
け

ら
れ
な
い
個
人
企
業
が
出
て

来
て
し
ま
う
。
消
費
者
と
事

業
主
と
は
、
異
な
る
基
準
に

す
べ
き
で
は
な
い
か
。

　

さ
ら
に
、
借
り
ら
れ
な
く
な
っ
た
個
人
事
業

者
が
ヤ
ミ
金
融
に
走
ら
な
い
よ
う
、
警
察
庁
に

よ
る
ヤ
ミ
金
融
の
撲
滅
が
必
要
で
あ
る
。

【
論
点
２
へ
の
対
処
と
今
後
の
課
題
】

多
重
債
務
に
陥
ら
な
い
条
件
は
、

消
費
者
の
消
費
性
向
、
名
目
所
得
の
伸
び
率
、

借
入
金
利
、
返
済
の
期
間
に
依
存
す
る

　

貸
金
業
か
ら
借
り
入
れ
る
消
費
者
の
予
算
制

約
式
は
図
２
の
（
１
）
式
の
よ
う
に
、
所
得

（Y
t

）
と
借
入
額
（Δ

Lt

）
が
資
金
フ
ロ
ー
と

し
て
入
っ
て
く
る
資
金
で
あ
り
、支
出
は
、（
１
）

式
の
左
辺
の
よ
う
に
、t-1

期
ま
で
の
借
入
残

高
（Lt-1

）
に
対
す
る
金
利
支
払
い
（rLt-1

）

と
消
費
（Ct

）
に
回
す
、
も
っ
と
も
単
純
化

し
た
家
計
を
想
定
す
る
。

　
（
２
）
式
の
左
辺
は
、
初
期
時
点
で
の
「
借

入
額
／
収
入
」
比
率
（L0/Y

0

）
を
表
し
て
お

り
、
利
用
者
が
（
１
）
式
の
予
算
制
約
の
も
と

で
行
動
す
る
と
仮
定
す
れ
ば
、
多
重
債
務
に
陥

ら
な
い
条
件
は
、（
２
）
式
で
示
さ
れ
る
よ
う
に
、

（i）
消
費
者
の
消
費
性
向
（c）
、
（ii）
名
目
所
得
の
伸

び
率
（a）
、
（iii）
借
入
金
利
（r）
、
（iv）
返
済
の
期
間
（n）

に
依
存
す
る
こ
と
を
表
し
て
い
る
。

個
人
事
業
主
に
は
あ
て
は
ま
ら
な
い
、

消
費
者
を
仮
定
し
た
予
算
制
約
式

　

図
１
は
、「
初
期
借
入
／
収
入
（L0/Y

0

）」

を
見
た
も
の
で
あ
る
。
平
均
消
費
性
向
が
85
％
、

返
済
期
間
が
５
年
、
所
得
の
伸
び
率
が
２
・

89
％
（
過
去
の
日
本
の
所
得
の
伸
び
率
か
ら
推

計
し
た
数
字
）
と
仮
定
す
る
と
、
金
利
が
20
％

の
場
合
を
み
る
と
、
図
１
の
よ
う
に
、
図
２
の

（2）
式
の
多
重
債
務
に
陥
ら
な
い「
借
入
／
収
入
」

比
率
は
約
45
％
と
な
る
。所
得
の
伸
び
率
が
２
・

89
％
よ
り
も
低
く
、
返
済
期
間
も
短
く
な
れ
ば
、

「
借
入
額
／
収
入
」
比
率
は
、
１
／
３
程
度
に

な
る
。

　

た
だ
し
、
個
人
で
事
業
を
営
ん
で
い
る
場
合

に
は
、
図
２
の
（1）
式
の
よ
う
な
消
費
者
を
仮
定

し
た
予
算
制
約
式
は
、
成
立
し
な
い
。
事
業
を

経
営
し
て
い
る
の
で
あ
る
か
ら
、
売
上
が
所
得

よ
り
も
高
い
個
人
事
業
者
も
た
く
さ
ん
存
在
す

る
。
消
費
者
に
対
す
る
所
得
制
限
と
、
個
人
事

事
業
者
に
対
す
る
所
得
制
限
は
、
区
別
す
べ
き

か
ど
う
か
、
個
人
経
営
の
実
態
を
よ
り
把
握
し

た
分
析
が
今
後
は
必
要
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
公

的
機
関
で
あ
る
日
本
政
策
金
融
公
庫
（
も
と
国

民
金
融
公
庫
）
か
ら
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト

貸
付
な
ど
の
制
度
、
信
用
保
証
協
会
に
よ
る
保

証
制
度
な
ど
、
公
的
な
制
度
の
利
用
可
能
性
を

広
げ
る
こ
と
も
、
金
融
危
機
が
発
生
し
た
際
に

は
社
会
政
策
と
し
て
必
要
と
な
る
と
思
わ
れ
る
。
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【図 1】利子率の違いによる返済可能比率の変化
（消費性向85%、返済期間5年、所得伸び率2.89%）

16.50%

17.00%

17.50%

18.00%

18.50%

19.00%

19.50%

20.00%

初
期
負
担
・
所
得
比
率

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

5.0
0%

10
.00
%

15
.00
%

20
.00
%

25
.00
%

30
.00
%

40
.00
%

45
.00
%

50
.00
%

55
.00
%

60
.00
%

65
.00
%

65
.00
%

70
.00
%

利子率

初
期
借
入
・
所
得
比
率

―◆―　初期負担・所得比率
―■―　初期借入・所得比率

【図 2】

JUNE 2009 30JUNE 200931



苦
情
相
談
の
状
況
か
ら
、

ヤ
ミ
金
融
に
関
す
る
状
況
変
化
の
把
握
が
可
能

　

ま
た
、
ヤ
ミ
金
融
に
関
す
る
相
談
は
、
全

体
の
苦
情
・
相
談
受
付
（
４
万
２
２
１
１
件

（
２
０
０
８
年
４
月
〜
２
０
０
９
年
３
月
））
の

う
ち
、
３
９
０
３
件
（
９
・
２
％
）
を
占
め
て

お
り
、
高
い
比
率
と
な
っ
て
い
る
。
表
４
に
示

さ
れ
る
３
本
の
線
は
、も
っ
と
も
上
の
線
が「
ヤ

ミ
金
融
に
関
す
る
相
談
の
合
計
が
全
体
の
相
談

に
占
め
る
比
率
」
で
年
間
平
均
９
・
２
％
、「
ヤ

ミ
金
融
相
談
者
の
う
ち
被
害
に
合
っ
た
ケ
ー

ス
」
は
、
一
番
下
の
線
で
示
さ
れ
、
減
少
傾
向

に
あ
る
。
ヤ
ミ
金
融
の
状
況
の
把
握
は
な
か
な

か
困
難
で
あ
る
が
、
苦
情
相
談
の
状
況
を
把
握

す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
ヤ
ミ
金
融
に
関
す
る
状

況
変
化
を
推
測
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
。
苦

情
・
相
談
窓
口
に
消
費
者
金
融
の
利
用
者
が
容

易
に
相
談
で
き
る
よ
う
、
広
報
活
動
の
活
発
化
、

相
談
窓
口
の
連
絡
番
号
の
周
知
徹
底
が
図
ら
れ

る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
消
費
者
金
融
か
ら
の

借
入
の
際
に
は
、
相
談
窓
口
の
紹
介
先
電
話
番

号
を
必
ず
明
記
さ
せ
る
方
法
も
考
え
ら
れ
る
。

【
論
点
３
】

信
用
情
報
機
関
の

加
入
率
を
高
め
る
べ
き

　

貸
金
業
者
の
一
部
は
、
借
手
の
利
用
者
が
返

済
で
き
な
い
場
合
に
、
他
の
貸
金
業
者
か
ら
、

さ
ら
に
借
入
を
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
自
分
の

貸
出
を
返
済
さ
せ
る
行
為
を
行
っ
て
お
り
、
借

手
を
多
重
債
務
に
押
し
や
る
行
為
が
見
ら
れ
る

(

表
３―

Ａ
で
は
、「
借
入
金
返
済
の
た
め
の
さ

ら
な
る
借
入
」
が
高
い
比
率
と
な
っ
て
い
る)

。

こ
れ
に
対
処
す
る
た
め
、
貸
金
業
者
か
ら
借
入

を
し
て
い
る
利
用
者
の
実
態
が
把
握
で
き
る
よ

う
に
、
内
閣
総
理
大
臣
が
指
定
す
る
信
用
情
報

機
関
に
利
用
者
情
報
を
集
中
さ
せ
、
全
て
の
貸

金
業
者
に
貸
付
に
当
た
っ
て
信
用
情
報
機
関
へ

の
照
会
を
義
務
付
け
、
借
入
残
高
が
所
得
の
３

分
の
１
を
超
え
な
い
よ
う
に
し
、
利
用
者
が
多

重
債
務
に
陥
る
こ
と
を
防
ぐ
こ
と
が
目
指
さ
れ

て
い
る
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
個
人
の
信
用
情
報
は
、
ア

メ
リ
カ
の
よ
う
な
社
会
保
障
番
号
制
の
な
い
日

本
の
制
度
で
は
困
難
で
あ
る
し
、
ホ
ワ
イ
ト
情

報
・
ブ
ラ
ッ
ク
情
報
を
信
用
機
関
に
渡
し
て
し

ま
う
こ
と
は
、
貸
金
業
の
ビ
ジ
ネ
ス
の
根
幹
で

あ
る
借
手
情
報
を
公
開
し
て
し
ま
う
こ
と
に
な

り
、
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
を
失
わ
せ
て
し
ま
う

と
の
反
論
が
あ
る
。

　

信
用
情
報
機
関
に
関
し
て
は
、
現
状
で
の
加

入
率
は
50
％
以
下
（
法
人
は
約
60
％
、
個
人
業

者
は
約
30
％
）
に
留
ま
っ
て
い
る
。
す
べ
て
の

業
者
が
加
入
し
な
け
れ
ば
、
総
量
規
制
の
実
効

性
は
失
わ
れ
て
し
ま
う
の
で
、
な
る
べ
く
簡
易

な
方
法
で
個
人
業
者
も
加
盟
で
き
る
よ
う
な
シ

ス
テ
ム
開
発
が
進
め
ら
れ
る
こ
と
な
ど
、
加
入

率
を
高
め
る
た
め
の
あ
ら
ゆ
る
努
力
を
払
う
必

要
が
あ
る
と
考
え
る
。　

【
論
点
４
】

若
年
代
か
ら
の
金
融
経
済
教
育
と

生
活
再
建
支
援
（
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
）
は

必
要
で
あ
る

　

多
重
債
務
を
事
前
に
防
ぐ
た
め
の
家
計
簿
の

付
け
方
か
ら
始
ま
る
金
融
経
済
教
育
、
さ
ら
に
、

万
一
多
重
債
務
に
陥
っ
た
場
合
、
弁
護
士
・
司

法
書
士
・
消
費
生
活
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
等
に
よ
る

カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
が
必
要
で
あ
る
。
金
融
経
済

教
育
に
つ
い
て
は
、
中
学
や
高
校
の
教
科
書
で

も
扱
う
よ
う
に
し
て
、若
者
の
時
代
か
ら
、し
っ

か
り
と
計
画
を
立
て
て
、
消
費
活
動
が
で
き
る

習
慣
を
身
に
付
け
さ
せ
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ

る
。
家
計
簿
の
付
け
方
や
、
借
り
入
れ
金
利
が

複
利
で
計
算
さ
れ
る
と
、
ど
の
程
度
を
返
済
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
る
か
な
ど
、
簡
単
な
計

算
も
出
来
る
よ
う
な
教
育
現
場
で
の
教
育
が
必

要
で
あ
る
。

　

生
活
再
建
支
援
（
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
）
に
関

し
て
は
、
日
本
貸
金
業
協
会
の
相
談
セ
ン
タ
ー

で
は
、
心
理
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
含
め
た
多
重

債
務
の
再
発
防
止
を
目
的
と
し
た
支
援
を
行
っ

て
お
り
、
平
成
20
年
度
は
79
件
の
相
談
を
受
け

付
け
た
。
地
道
な
面
談
相
談
を
通
じ
た
改
善
事

例
を
積
み
重
ね
、
全
国
の
さ
ま
ざ
ま
な
事
例
を

参
考
に
、
さ
ら
な
る
質
の
向
上
を
目
指
し
て
い

く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

【
論
点
５
】

貸
金
業
へ
の

参
入
要
件
の
厳
格
化
は
正
し
い

　

貸
金
業
を
始
め
る
場
合
の
条
件
を
、
よ
り

ハ
ー
ド
ル
の
高
い
も
の
と
し
、
純
資
産
額
を

２
０
０
０
万
円
、
さ
ら
に
は
５
０
０
０
万
円
ま

で
引
き
上
げ
、
さ
ら
に
「
貸
金
業
業
務
取
扱
主

任
者
に
つ
い
て
は
登
録
制
を
導
入
し
て
、
国
家

試
験
の
合
格
を
登
録
の
要
件
と
す
る
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
貸
金
業
は
銀
行
な
ど
の
金

融
機
関
と
異
な
り
、
自
由
に
参
入
が
し
や
す
い

業
界
と
し
て
発
展
し
て
き
た
た
め
、
参
入
へ
の

ハ
ー
ド
ル
を
高
く
す
る
こ
と
は
、
貸
金
業
界
の
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【表４】
ヤミ金融相談の全体の相談に対する比率

（系列１は、ヤミ金融相談の全体比率、系列２はヤミ金融相談のうち被害に合わなかった比率、
系列３はヤミ金融の被害に合った比率）

自
由
な
競
争
を
妨
げ
る
も
の
で
あ
り
、
市
場
原

理
に
反
す
る
と
の
反
論
が
あ
る
。

　

し
か
し
、
ヤ
ミ
金
融
業
者
を
排
除
し
、
貸
金

業
の
市
場
を
よ
り
質
の
高
い
も
の
に
し
て
い
く

た
め
に
は
、
消
費
者
金
融
を
提
供
す
る
業
者
の

高
質
化
は
不
可
欠
で
あ
り
、
あ
る
程
度
の
純
資

産
額
、
貸
金
業
務
を
取
り
扱
う
供
給
側
の
資
質

の
確
保
は
必
要
な
こ
と
で
あ
り
、
国
家
試
験
の

開
始
は
正
し
い
措
置
で
あ
る
と
考
え
る
。　

　

貸
金
業
の
市
場
を
、
よ
り
質
の
高
い
も
の
と

し
、
借
手
の
利
用
者
の
教
育
も
し
っ
か
り
と
し

な
が
ら
、
不
断
の
見
直
し
に
よ
っ
て
、
新
し
い

法
改
正
の
実
施
と
、
そ
れ
に
伴
う
さ
ま
ざ
ま
な

課
題
を
、
し
っ
か
り
と
見
守
り
、
分
析
が
で
き

る
現
状
把
握
の
体
制
を
確
立
し
て
行
く
こ
と
が

必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
こ
の
分
野
で
の
計
量
的

な
分
析
が
ま
す
ま
す
進
め
ら
れ
る
よ
う
に
、
さ

ま
ざ
ま
な
デ
ー
タ
を
整
備
し
、
若
手
研
究
者
に

よ
る
実
証
研
究
が
盛
ん
に
行
わ
れ
る
よ
う
に
な

り
、
実
証
研
究
の
成
果
が
、
政
策
の
改
善
へ
と

つ
な
げ
ら
れ
る
こ
と
を
期
待
し
た
い
。
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